
【区分別】 （単位：百万円）

要求額 予算額 増減額
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【理由別（一般会計）】
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【平成30年度当初予算（一般会計）の状況】

（　　　　）は一般財源

瀬戸大橋関係事業費

38 ( ) ①19

特別職職員費

計 差 引 48 億円

知 事 に よ る 事 業 の 追 加 ・ 拡 充
歳 出 予 算 額 6,771 億円

【別紙「平成30年度当初予算要求からの主な追加・拡充事業一覧」参照】

歳 入 予 算 額
（ 財 政 調 整 基 金
（通常分）充当前）

6,723 億円② そ の 他

区　　　　　分 増減額 区　　　分 30年度当初予算

一般会計の計

特別会計の計 451,336 449,991
国民健康保険事業特別会計

△ 1,345

企業会計の計 11,132 11,131 △ 1

投
資
的
経
費

公 共 事 業 等 費

国直轄事業負担金

災害復旧事業費

一
般
行
政
経
費

運　　営　　費

事　　業　　費
71,082 71,300 218

ＥＶシフト関係

少子化対策関係

) ( 122 )
働き方改革関係

( 36,026 ) ( 36,148

平成３０年度当初予算要求額からの増減

区　　　　分 主な変動要因と増減額（丸数字は理由別）

義
務
的
経
費

人　　件　　費
退職手当費

公　　債　　費

社会保障関係費

特別職職員費

そ　　の　　他

若者還流関係


